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地域のことは

地域で決める
1

現状と課題

1 2

本県は、大震災からの創造的復興などにより、財政状況は極めて悪化しています。
加えて、少子・高齢化などの人口構造の変化、世界経済のグローバル化な
ど、時代潮流の変化が続いています。
新行革プラン3年目にあたる今年度、行財政全般にわたる総点検を行って
います。国が示した経済成長率等をもとに、財政フレームを試算したところ、
なお収支不足額が1645億円生じる厳しい財政状況となっています。
第2次新行革プランに基づき、行財政構造改革を着実に実行し、持続可能
な行財政基盤を確立していく必要があります。
このため政策の優先順位に十分留意し、財政資源の効率的効果的な配分が
不可欠です。

県財政の健全化を早期に実現

政　策

行い高の性明透るえ見に民県、した果を任責明説な分十 ●
革を推進

保確の額総源財般一方地と実充・元復の税付交方地 ●
討検に的極積を用活の権主自税課 ●
正是在偏と化強実充の源財税方地 ●
編再の関機方地たじ応に性特域地 ●

●歳入歳出の均衡見通し
区分 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

プ ラ イ マ リ ー バ ラ ン ス △ 226 40 236 351 860
実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） ％ 18.9 21.0 22.2 21.5 22.4

震 災 関 連 県 債 除 き ％ 15.0 14.6 15.2 16.4 18.0
実 質 公 債 比 率 （ 3 か 年 平 均 ） ％ 20.2 19.9 20.7 21.6 22.1

震 災 関 連 県 債 除 き ％ 13.2 13.5 14.9 15.3 16.5
県 債 発 行 額 1,883 1,853 1,790 1,432 1,327
県 債 残 高 33,592 34,455 35,753 37,584 38,587

臨 時 財 政 対 策 債、減 収 補 て ん 債 除 き 33,592 33,651 33,547 33,497 32,722
県 債 残 高 （ 震 災 分 ） 8,460 8,037 7,605 7,136 6,675

県 債 残 高（臨 財 債 除 き）／ 標 準 財 政 規 模（倍） 3.0 3.3 3.3 3.2 3.2
将 来 負 担 費 用 ％ 361.7 360.1 366.4 375.5 373.7

震 災 関 連 県 債 残 高 除 き ％ 272.3 274.2 282.7 305.4 306.1
県 債 管 理 基 金 残 高 1,867 1,650 1,646 1,944 2,381
県 債 管 理 基 金 ル ー ル 積 立 額 870 1,054 1,159 1,324 1,488
県 債 管 理 基 金 取 崩 額 465 250 249 198 352
県 債 管 理 基 金 積 立 不 足 率 58.5 59.8 65.2 63.1 59.9
経 常 収 支 比 率 ％ 103.5 99.1 98.3 97.9 99.2

震 災 関 連 公 債 費 除 き ％ 96.3 93.0 92.2 91.7 93.1
※県債残高は、地方財政調査方式で算定しており、事業の年度繰り越しに伴うものを含んでいる。

移推の費経的資投 ●
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▲本会議場

▲自民党県議団ホームページ

Ⅹ
我々から

変わります！

1

現状と課題
県議会自らが透明性をより高めるとともに県民への説明責任を果たすこと 一問一答形式の本会議など議論の充実活性化

議長に議会召集権を付与
公聴人、参考人制度の一層の活用
インターネットなどを活用した情報発信の充実
議会だよりの紙面充実等による開かれた議会づくり
政務調査費のさらなる透明化と見直し
選挙区の再考と定数の見直し

が求められています。
地方分権の潮流及び行財政構造改革を進める中にあって、時代が求める開
かれた県議会、信頼される県議会の構築に範を示す覚悟です。

政   策


